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米国特許が引用する学術論文の計量書誌学的分析	 

	 

	 
K調	 麻佐志（ƛÌŐ業大学）	 

	 

	 

	 
��め�	 

	 ɞ特許引用（Non-patent	 referencesɴ以下、NPRs とǙ）、とり�け学術文献に対する引用（以下、science	 

linkage とĞz）については、技術と科学（あるいは産業技術と学術研究）の連関を分析する有力な手

がかりとして、1980 年ēより米国 C�I 社（当Ɣ）が調査分析をɀめており、1990 年ē以ɕ急Ⱦに研究

がɀ�できた（e.g.,	 Narin	 �	 Oli>astro(1992)）。そのÅでも重要なのが Narin	 et	 al.	 (1997)であり、

当該論文は science	 linkage のデータから、米国の特許が学術研究の成果である論文を引用するÿ合が

ɪまり、かつはその学術研究の多くがò的資金の提供をđけていることなsをƑらかにした。この結果

からċŗに linear	 model 的結論をňくことはす|きでないが、Ýらかのūĝで産業技術と学術研究の

リンクが強化されていることはĚ定しがたく、科学技術イノベーション政策にとって重要な示唆をÃえ

た。さらに、この成果により science	 linkage データの分析の重要性がɪらかに示されたともいえるか

もしれない。	 

	 我が国でも、science	 linkage の分析はƥNに行�れてきた。たとえx、玉田（2010）は日本および

米国の特許データから無作為抽出したデータàって、日米の science	 linkage の特ţをƑらかにすると

ともに、産学連携によるイノベーションの分析を行なっている。本研究で分析を行う特許に引用された

論文を文献データベー�にȃÒけした研究としては、（他の特許に引用されるÕ数が多い）有力特許

top500 に引用された学術論文の分析（富澤・他（2005））もあり、他国とƱȸしても我が国では大学�

クター所属の著者による論文の引用が多いことなsが示された。	 

	 一Ƌ、Ⱥ年の関連する政策・研究動向として、SciSIP あるいは「科学技術イノベーション政策のため

の科学」なsとĞxれる政策および学術研究が有機的に結合したムー³ン§がēɢしたことは重要で

ある。2005 年にºシン§ンで開êされた ���S の¬�ーラムの基調講演で、当Ɣの科学技術政策ŋŋɐ

であり大Ȉɡ科学ɨĤであった �arburger Ʋは、「ƬĔ的にみてもőɥの研究開発資金が現状において

ŴðされていることはɅ÷であるか」あるいは「ɔȕやǯǮ、Ȇƽのために必要な研究開発ɡĬへŴ資

がなされているか」といったǜĤにǺえるçɣできるƋ法が必要なことを強調した。さらに、ƥNなź

Ʀをàったベンチマー�ングが政策Ş成にはŠにǵたf、Ȇƽ政策Ÿ当者がŹつ計量¤ールのようなも

のが必要であるとźƁし、そのƋ向に関連ɡĬの研究者が集ÅすることをƳめた。これをきっかけに米

国では SciSIP プログラムが�ター§し、ĞŦするかのĶく我が国をěめ先ɀ国で科学技術政策のă果

をÊ前・Ê後に計量する手法の研究がľ学一体となってɀめられるようになった。このような動向のÅ

で、science	 linkage は重要な§ッ«ック一つとしてƂめてƹ目されている。なhなら、それが学術研

究へのŴ資ă果の一部（F産業技術へのŃÃ）をȦãする手がかりの一つとみなされるからである。	 

	 たl、ƭŧなことに science	 linkage の分析には弱点がある。Ǐ論上ないしデータそのものが示す連

関のūĝ、内実において science	 linkage にはƥNな限界があることは調・他（2007）でźƁされてい

る。しかし、そこでźƁされるような限界は確かに弱点であるものの、ǘǶ許容されるȠɊの¸ベルの

ĤɤにしかɁ\ない。よりƼýなのは分析に必要なデータのð手可能性にある。	 

	 本研究でĐりűう米国で登録された実用特許（utility	 patent）は USPTO の�ェ°ー�より無íで

¡�ンロー¨できる。そのÅから NPR にǤ当するǼ所を抽出することは容ƒであるが、そこからさらに

science	 linkage を同定するにはɞŒな手間となる作業がƳめられる。なhなら、GNPRs として特許に

Ȣȹされている文献にはƥNなものがあり、学術文献lけではなく一ȑ文献、ªン¬¸ッ§、ȘğÐƥ

書からƻ外に登録された特許の要旨やȋȤなsがěまれている。しかも、H各ɠは自ǔ書řかつ inde@

化されていないため、そのÅから学術文献lけをす^にĐり出すことはできないからである。さらに、

学術文献を同定するには、Ýが学術文献であるかを定Ȋする必要があり、そのことを一定ǲŖæȥされ

たȁŖで実現するĢ一のƋ法は、IƍĹの学術文献データベー�（以下、D�）にď録された論文と照合
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することと考えられる。それには、ɞŒな手間となるかつÂ定Şの照合の技術と作業が要Ƴされる。	 

	 このǳのĤɤを回ɈするƋ法が無い�けではない。すな�m、照合ƽみのデータをȴðするというɆ

ŵがある。実ɛ、Ǹ者のǨる限りでも、学術文献 D� の提供îである Else>ier 社と Thomson	 Reuters 社、

およびù期から science	 linkage の調査を行なっている The	 Patent	 �oard 社（Ə C�I 社）からデータ

をð手できる。	 

	 そのɛにĤɤとなるのが、ãƠとÒɚして発ǐするüȂである（もう一つ重要なĤɤとして照合のȁ

ŖがƑらかでないこともźƁできる）。Ǥ対的に安ãなɂは、「(eb ベー�のインター¬ェー�をȽdて

D� にアク��するƧû」をȴðすることであるが、このį合、特定の特許が引用する論文、あるいはそ

のȼを確認できても、計量書誌学的分析を実施するのに必要なデータ�ッ§を作るのには手間がかかる。

しかも、Ôに期間を限定しても、特許全体を対ȭとした分析を行うことはできない。gめていくつかの

Ȉ計量を推計するために無作為抽出を行うにも、サンプル数にƱáした手数がかかる。かといって、（Ƥ

ŉさなサ�ッ§でない限り）データをȴðするのは、研究Éǽの観点からȽŒまf許されない。	 

	 いfれのȆȶをたsるにgよ、結果としてȽŒ、研究者が実施できる science	 linkage の分析は、特

定Ǿĩの特許とそれが引用する文献のƞ内にǗまらbるをŢない。もm��、そこからŢられるǨ見が

重要なことはĚ定できないものの、大Ĭ的なȈ計情報とのƱȸをØ�ないことのŘŁがある研究¥ーマ

もƥNに考えられる。多ƥな技術にŦ用されるƴ用性のɪい学術研究の同定なsもその一áであ�う。	 

	 このような状況をȠ決するのは、すでにȻ|た NPRs と学術文献 D� にď録された論文の照合を自動化

することである。富澤（2008）は、米国特許データと Scopus（および Pub�ed）ď録論文との照合を行

い、およそ 60�のɃ成率をŢたとúƉしており、ƪŏķĠ会（2002）が米国特許データで行った結果の

39ɬよりɪい結果をŢている。これらのɃ成率は必fしもĈ分とはいえないものの、そのé以上に照合

ȁŖがɅ÷に計測されていないことにƼýなĤɤがある。しかし、ƪŏķĠ会がźƁするようにȁŖを

Ʌ÷に計測しようとする行為自体がǧǥをŶえている。すな�m、その照合ȁŖの測定を行うには照合

結果についての正Ƞが必要であるが、正Ƞがあれxそもそも照合という作業自体が必要ないのである。

このǧǥをǣżȠ決することはĨɝであるが、それでも（限定的なūĝながら）ȁŖを推測することは

可能である。すな�m、NPRs を無作為抽出し、ƤめてɪいȁŖで照合を行う（すな�m、人手にɣって

照合する）ことにより、「正Ƞの部分集合」を作り、機ơ的な照合結果とƱȸすることで、あるūĝで

ȁŖを推測することができるのである。	 

	 無作為抽出によってŢられたサ�ッ§について「正確」な照合を行うことには、ȁŖの推計に必要

なベー�を提供するのにāえて、もう一つ³リッ§がある。すな�m、サ�ッ§の性ȳからƯ集ħの

性ȳが推測できる。本研究で分析するデータは、米国特許データ全体を対ȭとする照合アル�リズム開

発を目的として作成したものであるが、本研究報告ではÅ間Ʈəの成果報告として、サ�ッ§の照合

のƋ法および同定結果からŢられたŕつかの性ȳを紹介する。	 

	 

���	 

	 本研究で用いる特許データは、2000 年から 2009 年に登録された米国の実用特許で、その¬ロン§°

ー�から NPRs のみを抽出した。一Ƌ、照合を行う文献データベー�としては、(eb 版の (oS（SCIE@ の

1965S）をû用した。さらに、同定された論文はその ID ǚĕをƺ用して (oS のデータ�ッ§（1992-2011

年ď録）とリンクし、書誌情報をÒÃした。なお、Ư集ħとなった実用特許のÕ数および NPR のÕ数は

次ȖのȽりである。mなみに、Narin	 et	 al.(1997)によると、1993S94 年の登録特許では特許一本当た

り 1.5 Õの NPR があり、10 年で 2 è強にİāしていることが�かる。	 

	 

表O 米国の実用特許登録�数9?= NPR �数の推移 

登録年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 

登録�数 157496 166038 163518 169035 164291 143806 173770 157283 157772 167349 

NPR �数 466056 519743 549741 585150 557524 557780 851232 868929 936926 1139407 

特許一本当たりの NPR 数 2.96  3.13  3.36  3.46  3.39  3.88  4.90  5.52  5.94  6.81  

	 

%�!0	 

G	 perl のÇ数関数を用いて、10 年分の NPRs から各登録年につき 2,000 Õ、計 20,000 Õの NPRs を「無
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作為」抽出した。登録年によるŎ化以外は行なっていないため、ìかであるが 1 つの特許からș数

の NPRs が抽出された�ー�がある。このことによりƯ集ħの特性がサンプルに反映されたと考える。	 

H	 抽出した NPRs には、Ƒらかに学術文献ではない特許関äの引用（外国特許（ų録）、ģ用特許デー

タベー�なsの引用）やɇ×ĸ D� の¸�ー¨への引用がěまれているので、これらについては正ȝ

Ȗ現によるªタンマッチを機ơ的に行い、人手による照合の対ȭから外した。	 

I	 Hでƭった NPRs について (oS の (eb 版でƢȄを行い、合Ȑしたものの ID をȢ録するとともに、作

業者の照合結果の確çŖ（有りɯ無しの二Ʈə）をßgてȢ録した。	 

J	 Iの確çŖをč照しながら、ɱ¿Õの NPRs について確認を行った。なお、とくに確çŖの低い結果

については、ôŖのƢȄを必f行った。	 

	 (oS との間でªタンマッチを行ったことからƑらかなように、本研究では、実ȳ上、学術文献を (oS

ď録文献と定Ȋしている。	 

	 

�����($��� 
���	��	 ��	���� �*/文献#+�' -	 

	 以下、マッチングの結果および science 計量書誌学的性ȳ

を示す。現Ʈəで¡ルチェック（上ȢJにǤ当）がļÈし

ているÕ数が各年Ŗ 1,700 Õ（計 17,000 Õ）であるため、数

é等もそのǾĩのものに限られていることにはƹūしていた

lきたい。	 

	 Ȗɱは各年 1,700 Õの NPRs をマッチングした結果を示す。

当該期間Åの NPRs に占める science	 linkage のªー�ン¥ー

�は年N低下している。たlし、Ȗɰに示されるように同期

間Åに}~一ȯして NPRs Õ数がİāしているためであり、

NPRs のƯ集ħにěまれる science	 linkage 数および特許一本あたりの science	 linkage 数の推計éもİ

āしている（図ɰ）。たl、このことから、必fしも産業技術と学術研究の関ä強化がɀŌしていると

ȠɊできる�けではない。その結論をňくためには技術分野毎の変化を確認する必要があるとともに、

（Čńには）文献データベー�ď録論文数のİ大のşɟを排ɘする必要がある。	 

	 

表２ マッチング結果：米国実用特許の NPR 中の学術文献の推移 

登録年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 

NPRs に含まれる学術文献 

（Science Linkage 数） 887 878 898 848 841 785 765 752 701 721 

パーセンテージ 52.2% 51.6% 52.8% 49.9% 49.5% 46.2% 45.0% 44.2% 41.2% 42.4% 

母集団の SL 数 

（推計値） 243172  268432  290393  291887  275810  257563  383054  384373  386344  483243  

特許一本当たり SL 数 

（推計値） 1.54  1.62  1.78  1.73  1.68  1.79  2.20  2.44  2.45  2.89  

	 

	 なお、科学技術政策研究所作成資ƈ（http://goo.gl/yVrCc）

に示された science	 linkage 数の推移とƱȸすると、推計éは

}~同d傾向で推移しているものの、一ȯしてéがŉさい。Ǹ

者の C�I 社データをû用したȆɩからúƉすると、The	 Patent	 

�oard社のサイ�ン�リン�ー�計量において論文の引用とさ

れるその論文のǾĩが (oS ď録論文にとsまっていないため

と推測される。	 

	 図 2 は、特許が登録された年とその特許が引用した論文が

(oS にď録された年（多くのį合、žȹ誌の発行年と一Ȑする

がá外はある）の関äを示す。サンプル数が必fしも多くはな

いためそれぞれの登録年でグラ¬にƸはあるものの、グラ¬Ş状はsの登録年も同ƥの傾向を示してお

り、とくに登録の 6S7 年前に (oS にď録された論文（F6S7 年前にø行された論文）がよく引用され

ている。特許ņ査ľによる引用があるとはいえ、特許の多くが出ɦ後 2S4 年の間に登録されることを

考Ŭすると、必fしもƖƊÅのƖƊの科学的成果ではなく、世に出て 2S3 年ȆɁした成果との関連が
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強いことが示唆される。また、8 年以上前の論文であって

も、決して急激に引用が減少することはないが、この点に

関連しては技術分野毎の違い等に着目した分析が今後必要

と考えられる。	 

	 図３は米国特許に引用された論文の分野毎のシェアの特

許登録年による推移を上位 10 分野に限って示したもので

ある（縦軸は対数）。分野区分は Thomson	 Reuters 社による

排他的分類である ESI 区分にしたがっている。医療、つい

で化学分野の論文の引用が安定して多いが、それ以外の分

野については、変動が激しい。その変動が現実の変動を反

映したものなのか、サンプルサイズに起因する確率的な変

動なのかは定かではない。	 

	 図 4 は、2000−2009 年に登録された米国特許に引用され

た論文の著者の所属機関がある国上位 6 カ国のシェアの変

動を示す（縦軸は対数）。日米のシェアが多少なりとも低下傾

向にあるように見えるが、学術論文全体に占める当該国シェ

アの低下を反映した可能性もあり、それぞれの学術研究の産

業リンクが弱化したと結論することはできない。	 

	 図 5 は、図 3 と同内容のものを期間全体で我が国に関して

のみ集計した。各分野の引用のされやすさは図 3 の傾向と大

きくは異ならない。このことは、学術研究の全世界への貢献

という観点からは望ましい状況ながら、自国産業への貢献と

いう視点では手放しに望ましいとはいえない。	 

	 

まとめ	 

	 本報告では簡単な分析結果しか紹介できなかったものの、

その結果からも、science	 linkage は科学技術イノベーショ

ン政策にとって貴重な情報を提供することが示されたと考え

られる。また、無作為抽出したサンプルデータにより示され

た結果のいくつかは先行する調査、研究の成果とも整合的で

あり、（当然ながら）人手による照合の正確性が確認されたと

考えられる。	 
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